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外国為替及び外国貿易法（昭和２４年法律第２２８号。以下「法」という。）又は法に基づく命令

の規定による経済産業大臣に対する申請等の手続であって輸出貿易管理規則（昭和２４年通商産業省

令第６４号。以下「輸出規則」という。）、輸入貿易管理規則（昭和２４年通商産業省令第７７号。

以下「輸入規則」という。）及び貿易関係貿易外取引等に関する省令（平成１０年通商産業省令第８

号。以下「貿易外省令」という。）の規定による電子情報処理組織を使用した申請の手続等の運用に

ついて、下記のとおり定め、平成１２年３月３１日から実施する。 

 

記 

 

１ 定義 

(1) この通達において、「特定手続等」とは、次の手続とする。 

① 法第４８条第１項の規定による許可の申請、輸出貿易管理令（昭和２４年政令第３７８号。以

下「輸出令」という。）第２条第１項の規定による承認（同項第２号に係るものを除く。）の

申請及び同令第８条第２項の規定による有効期間の延長の申請（16 に掲げる手続を除く。） 

② 輸入貿易管理令（昭和２４年政令第４１４号。以下「輸入令」という。）第４条第１項の規定

による承認の申請、同条第２項に規定する手続、第５条第２項の規定による有効期間の延長の

申請、第９条第１項の規定による輸入割当て及び確認の申請（16 に掲げる手続を除く。） 

③ 法第２５条第１項の規定による許可の申請 

(2) この通達において、「専用電子計算機」とは、輸出規則第１条の２、輸入規則第２条の２及び

貿易外省令第１条の２に規定する電子計算機をいう。 

(3) この通達において、「特定入出力装置」とは、輸出規則第１条の２、輸入規則第２条第４項及

び貿易外省令第１条の２に規定する入出力装置をいう。 

(4) この通達において、「代理者」とは、電子情報処理組織を使用して行う特定手続等（以下「電

子申請」という。）を行おうとする者（以下「申請者本人」という。）から委任を受け、委任用

パスワードを使用して申請者本人に代わって電子申請を行う者をいう。 

 (5) この通達において、「特定代理者」とは、輸出しようとする個人に代わって電子申請を行う者

をいう。 

 

２ 電子申請の取扱い 

(1) 電子申請の運用 

電子申請の運用については、この通達によるほか、特定手続等が書面の提出により行われる場

合に適用される通達等によるものとする。その場合、「書」又は「書類」等には当該「書」又は

「書類」等に記載された事項の電子的な情報を含むこととし、かつ、「提出」には「特定入出力

装置から入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録」も含むこととする。 

(2) 受入可能容量 

１件の電子申請において、専用電子計算機に備えられたファイルに記録することができる情報

の量（以下「受入可能容量」という。）は、１０メガバイトまでとする。 

(3) 画像の解像度 

電子申請にあたって入力を要する情報を、画像としてスキャナ等により電子的に取り込む場合



 

の当該画像の解像度は、２００ｄｐｉ（ドット／インチ）とする。 

(4) 添付書類に記載された情報のファイルへの記録 

添付書類に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記録する場合は、書類ご

とにファイルを分け、関連通達等により規定された添付書類の名称をファイル名とする。 

 

３ 代理者による電子申請の手続 

 (1) 申請者本人は、輸出規則第１条の３第１項、輸入規則第２条の３第１項又は貿易外省令第１条の

３第１項の規定によりあらかじめ届け出た者を代理者として、電子申請を行わしめることができ

る（８の包括許可の電子申請を除く。）。 

 (2) (1) の規定により代理者に電子申請を行わせる場合には、次の方法により委任用パスワードの

通知を受けなければならない。 

(ｲ) 申請者本人は、委任用パスワード発行依頼書に、必要事項を記入し、申請者本人の記名押印又

は署名を行った書類（以下「発行依頼書」という。）及びその発行依頼書の内容が事実である

ことを証する委任状を経済産業省貿易経済協力局貿易管理部貿易管理課（以下「貿易管理課」

という。）に郵送又は提出するものとする。 

(ﾛ) 貿易管理課は、(ｲ) の依頼を受理したときには、申請者本人に、代理者が電子申請を行うと

きに使用する委任用パスワードを有効期限を付して通知するものとする。 

(ﾊ) 申請者本人が委任用パスワードの有効期限を過ぎてもなお、委任用パスワードが必要な場合に

あっては、申請者本人は改めて委任用パスワードの発行依頼を行わなければならない。 

(3) 代理者は、電子申請にあたって、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した各種申請様

式の「委任パスワード」の項目に、(2) の規定により申請者本人に通知された委任用パスワード

を入力するとともに、各種申請様式の「申請者区分」及び「申請者コード」の項目に、申請者本

人及び代理者の申請者区分及び「申請者コード」を入力しなければならない。この場合、「申請

者区分」の項目については、申請者本人については「委任」とし、代理者については「代理」と

しなければならない。 

(4) 代理者が電子申請を行った場合には、申請者本人は、当該電子申請に係る契約に基づく特定手

続等を行うことができない。 

(5) 代理者は、電子申請にあたって、(2)(ｲ)の規定により提出し、受付印が押捺された委任状の写し

を提出又は委任状に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければな

らない。 

 

４ 特定代理者による電子申請の手続 

(1) 輸出しようとする者（以下「輸出者本人」という。）は、輸出規則第１条の３第１項の規定に

よりあらかじめ届け出た者を特定代理者として、電子申請を行わしめることができる（輸出令別

表第２の３６の項の申請であって、輸出者本人が個人の場合に限る。）。 

(2) 特定代理者は、電子申請にあたって、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した各種

申請様式の「申請者区分」の項目で「委任（特定）」を指定しなければならない。また、各種申

請様式の「特定代理の申請者」の項目に、輸出者本人の名称を入力しなければならない。 

(3) 特定代理者が電子申請を行った場合には、輸出者本人は、当該電子申請に係る契約に基づく特

定手続等を行うことができない。 

(4) 特定代理者は、電子申請にあたって、委任状を提出又は委任状に記載された情報を専用電子計

算機に備えられたファイルに記録しなければならない。 

 

５ 輸出許可及び輸出承認に係る電子申請の手続 

(1) 輸出許可の電子申請 

  ① 法第４８条第１項の規定による許可の電子申請（以下「輸出許可の電子申請」という。）の受

付及び許可事務は、輸出貿易管理令の運用について（昭和６２年１１月６日付け６２貿局第３２



 

２号、輸出注意事項６２第１１号。以下「運用通達」という。）別表第１に規定する事務の区分

により、経済産業局（通商事務所を含む。）若しくは沖縄総合事務局の商品輸出担当課又は本省

貿易経済協力局貿易管理部安全保障貿易審査課が行う。 

  ② 申請者本人又は代理者は、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した輸出許可申請様

式に、電子情報処理組織を使用して行う特定手続等に係る申請項目について（平成２２年２月１

６日付け輸出注意事項２２第４号・輸入注意事項２２第５号。以下「申請項目通達」という。）

に規定する申請項目のうち必須申請項目を、当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電

子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。ただし、入力すべき情報の文字数が

当該項目の文字数を超える場合には、当該文字数の範囲内で情報を入力するとともに、申請様式

の「備考欄」に当該項目を明示した上で、すべての情報を入力しなければならない。なお、運用

通達１－１(2) (ﾊ) (a)に規定する書類の写しを添付することをもって、これに代えることがで

きる。 

③ ②に規定する必須申請項目のうち、入力すべき情報が存在しない項目がある場合には、当該情

報が存在しない項目の欄に「－（半角ハイフン）」（国コードの欄には「00」）を入力するもの

とする。 

④ 申請者本人又は代理者は、必要に応じ、申請項目通達に規定する申請項目のうち任意申請項目

を、当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録

するものとする。 

  ⑤ 輸出許可の電子申請にあたっては、運用通達１－１(2) (ﾊ) (b) 及び(c) に規定する書類の

写し及び別紙参考様式１による原本証明書（申請にあたって提出すべき書類であって当該書類の

写しを原本に代わって提出することができるものを提出する場合に、当該書類の写しが原本と相

違ないことを申請者本人が誓約した書類をいう。以下同じ。）を提出又は当該書類及び原本証明

書に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記録するものとする。ただし、原

本の提出を求められた場合には、当該原本を提出するものとする。 

⑥ ⑤の書類及び原本証明書を提出する場合には、整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写

しを添付して、当該電子申請の受付窓口に郵送又は提出するものとする。 

 ⑦ 申請者本人又は代理者は、輸出許可の電子申請を行った後に、追加的に書類又は資料（以下「書

類等」という。）の提出を行う場合には、次のいずれかの方法によるものとする。 

   (ｲ) 専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項目

通達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字

数に従って入力し、当該書類等に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに

記録する。 

   (ﾛ) 整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写しを添付して、当該書類等を当該電子申請

の受付窓口に郵送又は提出する。 

  ⑧ ⑥及び⑦(ﾛ)の郵送又は提出においては、返却を要しない書類等の原本の提出を妨げない。 

  ⑨ 申請者本人又は代理者は、輸出許可の電子申請が受理されてから専用電子計算機に輸出許可情

報が記録されるまでに申請内容の修正を行う場合は、当該電子申請の受付窓口から補正依頼を受

けた上で、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した輸出許可申請情報について、申請

項目通達に規定する申請項目のうち補正可能な項目を、当該項目の属性及び文字数に従って修正

し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。 

(2) 輸出承認の電子申請 

   ① 輸出令第２条第１項の規定による承認（同項第２号に係るものを除く。）の電子申請（以下「輸

出承認の電子申請」という。）の受付及び承認事務は、運用通達別表第２に規定する事務の区分

により、経済産業局（通商事務所を含む。）若しくは沖縄総合事務局の商品輸出担当課、本省貿

易経済協力局貿易管理部貿易審査課、本省貿易経済協力局貿易管理部貿易審査課農林水産室又は

本省貿易経済協力局貿易管理部貿易審査課野生動植物貿易審査室が行う。 

   ② 申請者本人、代理者又は特定代理者は、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した輸



 

出承認申請様式に、申請項目通達に規定する申請項目のうち必須申請項目を、当該項目の属性及

び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。た

だし、入力すべき情報の文字数が当該項目の文字数を超える場合には、当該文字数の範囲内で情

報を入力するとともに、申請様式の「備考欄」に当該項目を明示した上で、すべての情報を入力

しなければならない。 

   ③ ②に規定する必須申請項目のうち、入力すべき情報が存在しない項目がある場合には、当該情

報が存在しない項目の欄に「－（半角ハイフン）」（国コードの欄には「00」）を入力するもの

とする。 

   ④ 申請者本人、代理者又は特定代理者は、必要に応じ、申請項目通達に規定する申請項目のうち

任意申請項目を、当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファ

イルに記録するものとする。 

   ⑤ 輸出承認の電子申請にあたっては、運用通達２－１(2)(ﾊ)に規定する書類及び原本証明書を提

出又は当該書類及び原本証明書に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記

録するものとする。ただし、原本の提出を求められた場合には、当該原本を提出するものとする。 

   ⑥ ⑤の書類を提出する場合には、整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写しを添付して、

当該電子申請の受付窓口に郵送又は提出するものとする。 

   ⑦ 申請者本人、代理者又は特定代理者は、輸出承認の電子申請を行った後に、追加的に書類等の

提出を行う場合には、次のいずれかの方法によるものとする。 

(ｲ) 専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項目通

達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字数に

従って入力し、当該書類等に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記録す

る。 

(ﾛ) 整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写しを添付して、当該書類等を当該電子申請の

受付窓口に郵送又は提出する。 

⑧ ⑥及び⑦(ﾛ)の郵送又は提出においては、返却を要しない書類等の原本の提出を妨げない。 

⑨ 申請者本人、代理者又は特定代理者は、輸出承認の電子申請が受理されてから専用電子計算機

に輸出承認情報が記録されるまでに申請内容の修正を行う場合は、当該電子申請の受付窓口から

補正依頼を受けた上で、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した輸出承認申請情報に

ついて、申請項目通達に規定する申請項目のうち補正可能な項目を、当該項目の属性及び文字数

に従って修正し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。 

 (3) 電子許可等情報の内容の訂正の申請 

① (1)又は(2)の電子申請に係る専用電子計算機に備えられたファイルに記録された輸出許可情

報又は輸出承認情報（以下「輸出に係る原許可等情報」という。）の内容の訂正の申請（以下「電

子許可等情報の訂正申請」という。）の受付及び許可若しくは承認事務は、運用通達別表第４の

２の２－１又は２－４の規定にかかわらず、当該電子申請に係る許可又は承認を行った担当部局

が行う。ただし、訂正を必要とする事項が当該許可又は承認を行った担当部局において処理する

ことができない事項に係る場合は、運用通達別表第１に規定する輸出許可等事務の取扱区分又は

運用通達別表第２に規定する輸出承認等事務の取扱区分に従い本省において行う。 

   ② 申請者本人、代理者又は特定代理者は、電子許可等情報の訂正申請をしようとするときは、輸

出に係る原許可等情報に対応する申請情報を専用電子計算機に備えられたファイルから入手し、

申請項目通達に規定する申請項目のうち訂正可能な項目を再入力し、専用電子計算機に備えられ

たファイルに記録するものとする。ただし、再入力すべき情報の文字数が当該訂正が必要な項目

の文字数を超える場合には、当該文字数の範囲内で情報を入力するとともに、申請様式の「備考

欄」に当該項目を明示した上で、すべての情報を入力しなければならない。 

   ③ 電子許可等情報の訂正申請にあたっては、訂正を要することを証する書類の写し及び原本証明

書を提出又は当該書類及び原本証明書に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイ

ルに記録するものとする。ただし、原本の提出を求められた場合には、当該原本を提出するも



 

のとする。 

   ④ ③の書類又は原本証明書を提出する場合には、整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写

しを添付して、当該電子申請の訂正申請の受付窓口に郵送又は提出するものとする。 

⑤ 申請者本人、代理者又は特定代理者は、電子許可等情報の訂正申請を行った後に、追加的に書

類等の提出を行う場合には、次のいずれかの方法によるものとする。 

(ｲ) 専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項目通

達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字数に

従って入力し、当該書類等に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記録す

る。 

(ﾛ) 整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写しを添付して、当該書類等を当該訂正申請の

受付窓口に郵送又は提出する。 

⑥ ④及び⑤(ﾛ)の郵送又は提出においては、返却を要しない書類等の原本の提出を妨げない。 

⑦ 輸出規則第１条の２第５項の規定により交付された電子申請に係る輸出許可証又は輸出承認証

の内容の訂正については、なお、運用通達別表第４の定めるところによる。 

 

６ 輸入承認、輸入割当て及び事前確認に係る電子申請の手続 

 (1)輸入承認又は輸入割当てに係る電子申請 

   ① 輸入令第４条第１項又は第９条第１項の規定による承認又は割当ての電子申請の受付及び承認

又は割当事務は、書面の提出により行われる場合に適用される通達等に規定する事務の区分によ

り、経済産業局（通商事務所を含む。）若しくは沖縄総合事務局の商品輸入担当課、本省貿易経

済協力局貿易管理部貿易審査課、本省貿易経済協力局貿易管理部貿易審査課農林水産室又は本省

貿易経済協力局貿易管理部貿易審査課野生動植物貿易審査室が行う。 

   ② 申請者本人又は代理者は、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した輸入割当申請様

式、輸入承認・割当申請様式、輸入承認申請様式及び輸入二号承認申請様式に、申請項目通達に

規定する申請項目のうち必須申請項目を、当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子

計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。ただし、入力すべき情報の文字数が当

該項目の文字数を超える場合には、当該文字数の範囲内で情報を入力するとともに、申請様式の

「備考欄」に当該項目を明示した上で、すべての情報を入力しなければならない。 

   ③ ②に規定する必須申請項目のうち、入力すべき情報が存在しない項目がある場合には、当該情

報が存在しない項目の欄に「－（半角ハイフン）」（国コードの欄には「00」）を入力するもの

とする。 

   ④ 申請者本人又は代理者は、必要に応じ、申請項目通達に規定する申請項目のうち任意申請項目

を、当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録す

るものとする。 

   ⑤ 輸入承認又は輸入割当ての電子申請にあたっては、申請しようとする貨物に係る輸入発表又は

輸入注意事項に規定する書類及び原本証明書を提出又は当該書類及び原本証明書に記載された

情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記録するものとする。ただし、原本の提出を求め

られた場合には、当該原本を提出するものとする。 

   ⑥ ⑤の書類及び原本証明書を提出する場合には、整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写

しを添付して、当該電子申請の受付窓口に郵送又は提出するものとする。 

   ⑦ 申請者本人又は代理者は、輸入承認又は輸入割当ての電子申請を行った後に、追加的に書類等

の提出を行う場合には、次のいずれかの方法によるものとする。 

(ｲ) 専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項目通

達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字数に

従って入力し、当該資料に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記録する。 

    (ﾛ) 整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写しを添付して、当該書類等を当該電子申請の

受付窓口に郵送又は提出する。 



 

⑧ ⑥及び⑦ (ﾛ)の郵送又は提出においては、返却を要しない書類等の原本の提出を妨げない。 

⑨ 申請者本人又は代理者は、輸入承認又は輸入割当の電子申請が受理されてから専用電子計算機

に輸入承認情報又は輸入割当情報が記録されるまでに申請内容の修正を行う場合は、当該電子

申請の受付窓口から補正依頼を受けた上で、専用電子計算機に備えられたファイルから入手し

た輸入承認申請情報又は輸入割当申請情報について、申請項目通達に規定する申請項目のうち

補正可能な項目を、当該項目の属性及び文字数に従って修正し、専用電子計算機に備えられた

ファイルに記録しなければならない。 

 (2)事前確認に係る電子申請 

   ① 輸入令第４条第２項の規定による手続であって輸入公表（昭和４１年通商産業省告示第１７０

号。以下「輸入公表」という。）三の規定による確認の電子申請の受付及び確認事務は、書面の

提出により行われる場合に適用される通達等に規定する事務の区分により、経済産業局（通商事

務所を含む。）若しくは沖縄総合事務局の商品輸入担当課、本省貿易経済協力局貿易管理部貿易

審査課、本省貿易経済協力局貿易管理部貿易審査課農林水産室又は本省貿易経済協力局貿易管理

部貿易審査課野生動植物貿易審査室が行う。 

   ② 申請者本人又は代理者は、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した事前確認申請様

式に、申請項目通達に規定する申請項目のうち必須申請項目を、当該項目の属性及び文字数に従

って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。ただし、入力す

べき情報の文字数が当該項目の文字数を超える場合には、当該文字数の範囲内で情報を入力する

とともに、申請様式の「備考欄」に当該項目を明示した上で、すべての情報を入力しなければな

らない。 

   ③ ②に規定する必須申請項目のうち、入力すべき情報が存在しない項目がある場合には、当該情

報が存在しない項目の欄に「－（半角ハイフン）」（国コードの欄には「00」）を入力するもの

とする。 

   ④ 申請者本人又は代理者は、必要に応じ、申請項目通達に規定する申請項目のうち任意申請項目

を、当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録す

るものとする。 

   ⑤ 事前確認の電子申請にあたっては、申請しようとする貨物に係る輸入注意事項に規定する書類

及び原本証明書を提出又は当該書類及び原本証明書に記載された情報を専用電子計算機に備え

られたファイルに記録するものとする。ただし、原本の提出を求められた場合には、当該原本を

提出するものとする。 

   ⑥ ⑤の書類又は原本証明書を提出する場合には、整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写

しを添付して、当該電子申請の受付窓口に郵送又は提出するものとする。 

   ⑦ 申請者本人又は代理者は、事前確認の電子申請を行った後に、追加的に書類等の提出を行う場

合には、次のいずれかの方法によるものとする。 

(ｲ) 専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項目通

達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字数に

従って入力し、当該書類等に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記録す

る。 

    (ﾛ) 整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写しを添付して、当該書類等を当該電子申請の

受付窓口に郵送又は提出する。 

⑧ ⑥及び⑦(ﾛ)の郵送又は提出においては、返却を要しない書類等の原本の提出を妨げない。 

⑨ 申請者本人又は代理者は、事前確認の電子申請が受理されてから専用電子計算機に確認情報が

記録されるまでに申請内容の修正を行う場合は、当該電子申請の受付窓口から補正依頼を受け

た上で、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した事前確認申請情報について、申請

項目通達に規定する申請項目のうち補正可能な項目を、当該項目の属性及び文字数に従って修

正し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。 

 (3) 電子承認・割当・確認情報の内容の訂正の申請 



 

① 電子申請に係る専用電子計算機に備えられたファイルに記録された輸入承認情報、輸入割当情

報又は事前確認情報（以下「輸入に係る原承認・割当・確認情報」という。）の内容の訂正の申

請（以下「電子承認・割当・確認情報の訂正申請」という。）の受付及び承認、割当若しくは確

認事務は、書面の提出により行われる場合に適用される通達等の規定にかかわらず、当該電子申

請に係る承認・割当・確認を行った担当部局が行うものとする。 

   ② 申請者本人又は代理者は、電子承認・割当・確認情報の訂正申請をしようとするときは、輸入

に係る原承認・割当・確認情報に対応する申請情報を専用電子計算機に備えられたファイルから

入手し、申請項目通達に規定する申請項目のうち訂正可能な項目を再入力し、専用電子計算機に

備えられたファイルに記録するものとする。ただし、再入力すべき情報の文字数が当該訂正に必

要な項目の文字数を超える場合には、当該文字数の範囲内で情報を入力するとともに、申請様式

の「備考欄」に当該項目を明示した上で、すべての情報を入力しなければならない。 

   ③ 電子承認・割当・確認情報の訂正申請にあたっては、訂正を要することを証する書類及び原本

証明書を提出又は当該書類及び原本証明書に記載された情報を専用電子計算機に備えられたフ

ァイルに記録するものとする。ただし、原本の提出を求められた場合には、当該原本を提出する

ものとする。 

   ④ ③の書類又は原本証明書を提出する場合には、整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写

しを添付して、当該電子承認・割当・確認情報の訂正申請の受付窓口に郵送又は提出するものと

する。 

   ⑤ 申請者本人又は代理者は、電子承認・割当・確認情報の訂正申請を行った後に、追加的に書類

等の提出を行う場合には、次のいずれかの方法によるものとする。 

(ｲ) 専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項目通

達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字数に

従って入力し、当該書類等に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記録す

る。 

    (ﾛ) 整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写しを添付して、当該書類等を当該訂正申請の

受付窓口に郵送又は提出する。 

⑥ ④及び⑤(ﾛ)の郵送又は提出においては、返却を要しない書類等の原本の提出を妨げない。 

⑦ 輸入規則第２条の２第５項の規定により交付された電子申請に係る輸入承認証又は輸入割当証

明書の内容の訂正については、輸入割当ての内容変更について（平成１２年３月３１日付け輸入

注意事項１２第１８号）、輸入承認の内容変更について（平成１２年３月３１日付け輸入注意事

項１２第２１号）又は輸入承認の有効期間及びその延長等の手続について（平成１０年５月１５

日付け輸入注意事項１０第４９号）に定めるところによるものとし、15(2)①の規定により交付さ

れた電子申請に係る確認書の内容の訂正又は変更は、原則として、できないものとする。 

 

７ 役務取引許可に係る電子申請の手続 

 (1) 役務取引許可の電子申請 

   ① 役務取引許可の電子申請の受付及び許可事務は、外国為替及び外国貿易法第２５条第１項の規

定に基づき許可を要する技術を提供する取引について（平成４年１２月２１日付け４貿局第４９

２号。以下「役務取引通達」という。）別紙２－２の１に規定する事務の区分により、経済産業

局（通商事務所を含む。）若しくは沖縄総合事務局の商品輸出担当課又は本省貿易経済協力局貿

易管理部安全保障貿易審査課が行う。 

   ② 申請者本人又は代理者は、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した役務取引許可申

請様式に、申請項目通達に規定する申請項目のうち必須申請項目を、当該項目の属性及び文字数

に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。ただし、入

力すべき情報の文字数が当該項目の文字数を超える場合には、当該文字数の範囲内で情報を入力

するとともに、申請様式の「備考欄」に当該項目を明示した上で、すべての情報を入力しなけれ

ばならない。なお、役務取引許可申請のうち、プログラムに係る申請の場合は、運用通達１－１



 

(2) (ﾊ) (a)に規定する書類の写しを添付することをもって、これに代えることができる。 

   ③ ②に規定する必須申請項目のうち、入力すべき情報が存在しない項目がある場合には、当該情

報が存在しない項目の欄に「－（半角ハイフン）」（国コードの欄には「00」）を入力するもの

とする。 

   ④ 申請者本人又は代理者は、必要に応じ、申請項目通達に規定する申請項目のうち任意申請項目

を、当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録す

るものとする。 

   ⑤ 役務取引許可の電子申請にあたっては、役務取引通達別紙３第１に規定する書類（(1) 、(2) 及

び(3) に規定するものを除く。）の写し及び原本証明書を提出又は当該書類及び原本証明書に

記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記録するものとする。ただし、原本

の提出を求められた場合には、当該原本を提出するものとする。 

   ⑥ ⑤の書類及び原本証明書を提出する場合には、整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写

しを添付して、当該電子申請の受付窓口に郵送又は提出するものとする。 

   ⑦ 申請者本人又は代理者は、役務取引許可の電子申請を行った後に、追加的に書類等の提出を行

う場合には、次のいずれかの方法によるものとする。 

    (ｲ) 専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項目通

達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字数に

従って入力し、当該書類等に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記録す

る。 

    (ﾛ) 整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写しを添付して、当該書類等を当該電子申請の

受付窓口に郵送又は提出する。 

⑧ ⑥及び⑦(ﾛ)の郵送又は提出においては、返却を要しない書類等の原本の提出を妨げない。 

⑨ 申請者本人又は代理者は、役務取引許可の電子申請が受理されてから専用電子計算機に役務取

引許可情報が記録されるまでに申請内容の修正を行う場合は、当該電子申請の受付窓口から補正

依頼を受けた上で、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した役務取引許可申請情報に

ついて、申請項目通達に規定する申請項目のうち補正可能な項目を、当該項目の属性及び文字数

に従って修正し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。 

(2) 電子役務取引許可情報の有効期間の延長又は内容の訂正の申請等 

   ① (1) の電子申請に係る専用電子計算機に備えられたファイルに記録された役務取引許可情報

（以下「役務取引原許可情報」という。）の有効期間の延長又は内容の訂正の申請（以下「電子

役務取引許可情報の訂正申請」という。）の受付及び許可事務は、当該電子申請に係る許可を行

った担当部局が行う。ただし、訂正を必要とする事項が当該許可を行った担当部局において処理

することができない事項に係る場合は、役務取引通達別紙２－２の２に規定する事務の区分によ

り、本省において行う。 

   ② 申請者本人又は代理者は、電子役務取引許可情報の訂正申請をしようとするときは、役務取引

原許可情報に対応する申請情報を専用電子計算機に備えられたファイルから入手し、申請項目

通達に規定する申請項目のうち訂正可能な項目を再入力し、専用電子計算機に備えられたファ

イルに記録するものとする。ただし、再入力すべき情報の文字数が当該訂正が必要な項目の文

字数を超える場合には、当該文字数の範囲内で情報を入力するとともに、申請様式の「備考欄」

に当該項目を明示した上で、すべての情報を入力しなければならない。なお、役務取引許可申

請のうち、プログラムに係る申請の場合は、運用通達１－１(2) (ﾊ) (a)に規定する書類の写し

を添付することをもって、これに代えることができる。 

   ③ 電子役務取引許可情報の訂正申請にあたっては、役務取引通達別紙４第１に規定する書類

（(1) 、(3) 及び(5) に規定するものを除く。）の写し及び原本証明書を提出又は当該書類及

び原本証明書に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記録するものとする。

ただし、原本の提出を求められた場合には、当該原本を提出するものとする。 

   ④ ③の書類及び原本証明書を提出する場合には、整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写



 

しを添付して、当該電子申請の受付窓口に郵送又は提出するものとする。 

   ⑤ 申請者本人又は代理者は、電子役務取引許可情報の訂正申請を行った後に、追加的に書類等の

提出を行う場合には、次のいずれかの方法によるものとする。 

(ｲ) 専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項目通

達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字数に

従って入力し、当該資料に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記録する。 

    (ﾛ) 整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写しを添付して、当該書類等を当該訂正申請の

受付窓口に郵送又は提出する。 

   ⑥ ④及び⑤ (ﾛ)の郵送又は提出においては、返却を要しない書類等の原本の提出を妨げない。 

   ⑦ 貿易外省令第１条の２第５項又は第２条の２第４項の規定により交付された電子申請に係る役

務取引許可証の有効期間の延長又は内容訂正については、なお、貿易外省令第２条第３項及び第

４項に定めるところによる。 

 

８ 一般包括許可、特別一般包括許可又は特定包括許可に係る電子申請の手続 

 (1) 一般包括許可の電子申請 

   ① 包括許可取扱要領（平成１７年２月２５日付け平成１７・０２・２３貿局第１号、輸出注意事

項１７第７号。以下「包括許可取扱要領」という。）に係る一般包括輸出・役務（使用に係るプ

ログラム）取引許可又は一般包括役務取引許可（以下「一般包括許可」という。）の電子申請の

受付及び許可事務は、経済産業局（通商事務所を含む。）又は沖縄総合事務局の商品輸出担当課

が行う。 

   ② 申請者本人（法人の場合は、代表権を有する者に限る。以下、８及び 17 において同じ。）は、

専用電子計算機に備えられたファイルから入手した一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）

取引許可申請様式又は一般包括役務取引許可申請様式に、申請項目通達に規定する申請項目のう

ち必須申請項目を、当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたフ

ァイルに記録しなければならない。 

   ③ ②に規定する必須申請項目のうち、入力すべき情報が存在しない項目がある場合には、当該情

報が存在しない項目の欄に「－（半角ハイフン）」を入力するものとする。 

   ④ 申請者本人は、必要に応じ、申請項目通達に規定する申請項目のうち任意申請項目を、当該項

目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録するものとす

る。 

   ⑤ 申請者本人は、一般包括許可の電子申請を行った後に、追加的に書類等の提出を行う場合には、

次のいずれかの方法によるものとする。 

    (ｲ) 専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項目通

達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字数に

従って入力し、当該書類等に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記録す

る。 

    (ﾛ)整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写しを添付して、当該書類等を当該電子申請の

受付窓口に郵送又は提出する。 

   ⑥ ⑤(ﾛ)の郵送又は提出においては、返却を要しない書類等の原本の提出を妨げない。 

   ⑦ 申請者本人は、一般包括許可の電子申請が受理されてから専用電子計算機に一般包括許可情報

が記録されるまでに申請内容の修正を行う場合は、当該電子申請の受付窓口からの補正依頼を受

けた上で、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した一般包括許可申請情報について、

申請項目通達に規定する申請項目のうち補正可能な項目を、当該項目の属性及び文字数に従って

修正し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。 

 (2) 特別一般包括許可の電子申請 
① 包括許可取扱要領に係る特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可又は特別一般

包括役務取引許可（以下「特別一般包括許可」という。）の電子申請の受付及び許可事務は、経済産



 

業局（通商事務所を含む。）又は沖縄総合事務局の商品輸出担当課が行う。 
②  申請者本人は、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した特別一般包括輸出・役務（使用

に係るプログラム）取引許可申請様式又は特別一般包括役務取引許可申請様式に、申請項目通達に規

定する申請項目のうち必須申請項目を、当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機

に備えられたファイルに記録しなければならない。 
③  ②に規定する必須申請項目のうち、入力すべき情報が存在しない項目がある場合には、当該情報が

存在しない項目の欄に「－（半角ハイフン）」を入力するものとする。 
④  申請者本人は、必要に応じ、申請項目通達に規定する申請項目のうち任意申請項目を、当該項目の

属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録するものとする。 
⑤  特別一般包括許可の電子申請にあたっては、包括許可取扱要領Ⅱ５(ﾊ)から(ﾆ)までに規定する書類

を提出又は当該書類及び原本証明書に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記

録するものとする。ただし、原本の提出を求められた場合には、当該原本を提出するものとする。 
⑥  ⑤の書類及び原本証明書を提出する場合には、整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写しを

添付して、当該電子申請の受付窓口に郵送又は提出するものとする。 
⑦  申請者本人は、特別一般包括許可の電子申請を行った後に、追加的に書類等の提出を行う場合には、

次のいずれかの方法によるものとする。 
(ｲ) 専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項目通達に

規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字数に従って入

力し、当該書類等に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記録する。 
(ﾛ) 整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写しを添付して、当該書類等を当該電子申請の受付

窓口に郵送又は提出する。 
⑧  ⑥及び⑦(ﾛ)の郵送又は提出においては、返却を要しない書類等の原本の提出を妨げない。 
⑨  申請者本人は、特別一般包括許可の電子申請が受理されてから専用電子計算機に特別一般包括許可

情報が記録されるまでに申請内容の修正を行う場合は、当該電子申請の受付窓口からの補正依頼を受

けた上で、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した特別一般包括許可申請情報について、

申請項目通達に規定する申請項目のうち補正可能な項目を、当該項目の属性及び文字数に従って修正

し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。 
 (3) 特定包括許可の電子申請 

   ①包括許可取扱要領に係る特定包括輸出許可又は特定包括役務取引許可（以下「特定包括許可」

という。）の電子申請の受付及び許可事務は、本省貿易経済協力局貿易管理部安全保障貿易審査

課が行う。 

   ② 申請者本人は、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した特定包括輸出許可及び特定

包括役務取引許可申請様式に、申請項目通達に規定する申請項目のうち必須申請項目を、当該項

目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければな

らない。 

   ③ ②に規定する必須申請項目のうち、入力すべき情報が存在しない項目がある場合には、当該情

報が存在しない項目の欄に「－（半角ハイフン）」を入力するものとする。 

   ④ 申請者本人は、必要に応じ、申請項目通達に規定する申請項目のうち任意申請項目を、当該項

目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録するものとす

る。 

   ⑤特定包括許可の電子申請にあたっては、包括許可取扱要領Ⅲ５(4) (ﾊ)から(ﾄ)までに規定する

書類を提出又は当該書類及び原本証明書に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファ

イルに記録するものとする。ただし、原本の提出を求められた場合には、当該原本を提出するも

のとする。 

   ⑥ ⑤の書類及び原本証明書を提出する場合には、整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写

しを添付して、当該電子申請の受付窓口に郵送又は提出するものとする。 

   ⑦ 申請者本人は、特定包括許可の電子申請を行った後に、追加的に書類等の提出を行う場合には、



 

次のいずれかの方法によるものとする。 

    (ｲ) 専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項目通

達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字数に

従って入力し、当該書類等に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記録す

る。 

    (ﾛ)整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写しを添付して、当該書類等を当該電子申請の

受付窓口に郵送又は提出する。 

   ⑧ ⑥及び⑦(ﾛ)の郵送又は提出においては、返却を要しない書類等の原本の提出を妨げない。 

  ⑨ 申請者本人は、特定包括許可の電子申請が受理されてから専用電子計算機に特定包括許可情報

が記録されるまでに申請内容の修正を行う場合は、当該電子申請の受付窓口からの補正依頼を受

けた上で、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した特定包括許可申請情報について、

申請項目通達に規定する申請項目のうち補正可能な項目を、当該項目の属性及び文字数に従って

修正し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。 

 (4) 電子包括許可情報の変更の申請 

   ① 電子申請に係る専用電子計算機に備えられたファイルに記録された包括許可情報(以下「包括

原許可情報」という。）と申請者名又は申請者の住所に異同が生じた場合は、包括許可取扱要領

Ⅰ７、Ⅱ８又はⅢ８に定めるところに準ずるものとする。 

② 申請者本人は、包括原許可情報の内容の変更の申請（以下「電子包括許可情報の変更申請」とい

う。）をしようとするときは、包括原許可情報に対応する申請情報を専用電子計算機に備えられ

たファイルから入手し、申請項目通達に規定する申請項目のうち当該情報に係る変更可能な項目

のうち変更が必要な項目を再入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録するものとす

る。当該変更の電子申請の取扱いは、一般包括許可、特別一般包括許可又は特定包括許可の申請

の種類に応じ(1)、(2)又は(3)に規定するところに準ずるものとする。ただし、17(2)の規定によ

り交付された特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可証、特定包括輸出許可

証又は特定包括輸出・役務取引許可証（以下「分割許可証」という。）を有する場合にあっては

分割許可証の写しを当該電子申請の受付窓口に提出若しくは分割許可証に記載された情報を専

用電子計算機に備えられたファイルに記録するものとする。 

   ③ ①により変更された特別一般包括許可又は特定包括許可を受けるときは、分割許可証を返還し

なければならない。ただし、分割許可証の交付を受けていない場合にあっては、この限りでない。 

 (5) 電子包括許可情報の更新の申請 

     申請者本人は、包括許可情報の更新申請をしようとするときは、包括原許可情報に対応する申

請情報を専用電子計算機に備えられたファイルから入手し、申請項目通達に規定する申請項目の

うち当該情報に係る更新可能な項目のうち更新が必要な項目を再入力し、専用電子計算機に備え

られたファイルに記録するものとする。一般包括許可、特別一般包括許可又は特定包括許可の更

新の電子申請の取扱いは、当該申請の種類に応じ(1)、(2) 又は(3) に規定するところに準ずるも

のとする。ただし、既に交付された当該更新の電子申請に係る特別一般包括許可証又は特定包括

許可証（以下「原包括許可証」という。）を有している場合にあっては当該原包括許可証の写し

を当該更新の電子申請の受付窓口に提出若しくは原包括許可証に記載された情報を専用電子計算

機に備えられたファイルに記録するものとする。 

 (6) 特別一般包括許可又は特定包括許可の取消 

     特別一般包括許可又は特定包括許可を取り消された者であって 17(2) の規定による分割許可証

を有している者は、包括許可取扱要領Ⅱ１２(1)又はⅢ１１の定めに従い当該分割許可証を返還し

なければならない。 

 

９ 継続取引一括輸出承認に係る電子申請の手続 

 (1) 継続取引一括輸出承認の電子申請 

   ①継続取引一括輸出承認取扱要領（平成２４年２月１０日付け平成 24・01・23 貿局第１号、輸出



 

注意事項２４第１号。以下「一括輸出承認取扱要領」という。）に係る継続取引一括輸出承認（以

下「一括輸出承認」という。）の電子申請の受付及び承認事務は、経済産業省貿易経済協力局貿

易管理部貿易審査課が行う。 

   ② 申請者本人（法人の場合は、代表権を有する者に限る。以下、９及び 17 において同じ。）は、

専用電子計算機に備えられたファイルから入手した一括輸出承認申請様式に、申請項目通達に規

定する申請項目のうち必須申請項目を、当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計

算機に備えられたファイルに記録しなければならない。 

   ③ ②に規定する必須申請項目のうち、入力すべき情報が存在しない項目がある場合には、当該情

報が存在しない項目の欄に「－（半角ハイフン）」を入力するものとする。 

   ④ 申請者本人は、必要に応じ、申請項目通達に規定する申請項目のうち任意申請項目を、当該項

目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録するものとす

る。 

  ⑤一括輸出承認の電子申請にあたっては、一括輸出承認取扱要領３(3)(ｲ)から(ﾆ)までに規定する

書類を提出又は当該書類及び原本証明書に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファ

イルに記録するものとする。ただし、原本の提出を求められた場合には、当該原本を提出するも

のとする。 

   ⑥ ⑤の書類及び原本証明書を提出する場合には、整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写

しを添付して、当該電子申請の受付窓口に郵送又は提出するものとする。   

⑦ 申請者本人は、一括輸出承認の電子申請を行った後に、追加的に書類等の提出を行う場合には、

次のいずれかの方法によるものとする。 

    (ｲ) 専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項目通

達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字数に

従って入力し、当該書類等に記載された情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記録す

る。 

    (ﾛ)整理番号、申請者名等を記載した受付通知の写しを添付して、当該書類等を当該電子申請の

受付窓口に郵送又は提出する。 

   ⑧ ⑥及び⑦(ﾛ)の郵送又は提出においては、返却を要しない書類等の原本の提出を妨げない。 

   ⑨ 申請者本人は、一括輸出承認の電子申請が受理されてから専用電子計算機に一括輸出承認情報

が記録されるまでに申請内容の修正を行う場合は、当該電子申請の受付窓口からの補正依頼を受

けた上で、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した一括輸出承認申請情報について、

申請項目通達に規定する申請項目のうち補正可能な項目を、当該項目の属性及び文字数に従って

修正し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。 

(2) 一括輸出承認の訂正の申請 

   ① 電子申請に係る専用電子計算機に備えられたファイルに記録された一括輸出承認情報(以下

「一括原承認情報」という。）と申請者名又は申請者の住所等に異同が生じた場合は、一括輸出

承認取扱要領５に定めるところに準ずるものとする。 

② 申請者本人は、一括輸出承認の内容の訂正の申請をしようとするときは、一括原承認情報に対

応する申請情報を専用電子計算機に備えられたファイルから入手し、申請項目通達に規定する

申請項目のうち当該情報に係る訂正可能な項目のうち訂正が必要な項目を再入力し、専用電子

計算機に備えられたファイルに記録するものとする。当該訂正の電子申請の取扱いは、(1)に規

定するところに準ずるものとする。 

 (3) 一括輸出承認の更新の申請 

     申請者本人は、一括輸出承認の更新の申請をしようとするときは、一括原承認情報に対応する

申請情報を専用電子計算機に備えられたファイルから入手し、申請項目通達に規定する申請項目

のうち当該情報に係る更新可能な項目のうち更新が必要な項目を再入力し、専用電子計算機に備

えられたファイルに記録するものとする。一括輸出承認の更新の電子申請の取扱いは、(1)に規定

するところに準ずるものとする。 



 

 

10 輸出許可条件又は役務取引許可条件の履行報告 

  (1) 履行報告に関する電子申請の受付事務は、当該輸出許可又は役務取引許可の許可事務を行った

経済産業局（通商事務所を含む。）若しくは沖縄総合事務局の商品輸入担当課、本省貿易経済協力局

貿易管理部安全保障貿易審査課が行う。 

 (2) 申請者本人又は代理者は、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した履行報告申請様

式に、申請項目通達に規定する申請項目のうち必須報告項目を、当該項目の属性及び文字数に従って

入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。ただし、入力すべき情報

の文字数が当該項目の文字数を超える場合には、当該文字数の範囲内で情報を入力するとともに、申

請様式の「備考欄」に当該項目を明示した上で、すべての情報を入力しなければならない。 

 (3) (2)に規定する必須申請項目のうち、入力すべき情報が存在しない項目がある場合には、当該

情報が存在しない項目の欄に「－（半角ハイフン）」を入力するものとする。 

 (4) 申請者本人又は代理者は、必要に応じ、申請項目通達に規定する申請項目のうち任意申請項目

を、当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録するも

のとする。 

 (5) 申請者本人又は代理者は、履行報告の電子申請が受理されてから専用電子計算機に履行報告情

報が記録されるまでに報告内容の修正を行う場合は、当該項目の属性及び文字数に従って修正し、専

用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。 

 

11 再輸出・再販売等に関する事前同意相談 

 (1) 事前同意相談に関する電子申請の受付事務は、当該輸出許可又は役務取引許可の許可事務を行

った経済産業局（通商事務所を含む。）若しくは沖縄総合事務局の商品輸入担当課、本省貿易経済協

力局貿易管理部安全保障貿易審査課が行う。 

 (2) 申請者本人又は代理者は、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した事前同意相談申

請様式に、申請項目通達に規定する申請項目のうち必須報告項目を、当該項目の属性及び文字数に従

って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。ただし、入力すべき

情報の文字数が当該項目の文字数を超える場合には、当該文字数の範囲内で情報を入力するとともに

、申請様式の「備考欄」に当該項目を明示した上で、すべての情報を入力しなければならない。 

 (3) (2)に規定する必須申請項目のうち、入力すべき情報が存在しない項目がある場合には、当該

情報が存在しない項目の欄に「－（半角ハイフン）」（国コードの欄には「00」）を入力するものと

する。 

 (4) 申請者本人又は代理者は、必要に応じ、申請項目通達に規定する申請項目のうち任意申請項目

を、当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録するも

のとする。 

(5) 申請者本人又は代理者は、事前同意相談の電子申請が受理されてから専用電子計算機に事前同意

相談情報が記録されるまでに相談内容の修正を行う場合は、当該電子申請の受付窓口から補正依頼を

受けた上で、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した事前同意相談情報について、申請項

目通達に規定する申請項目のうち補正可能な項目を、当該項目の属性及び文字数に従って修正し、専

用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。 

 

12 電子申請の取下げ申請手続 

 (1) ５から９までのいずれかに規定する電子申請の取下げ申請の受付は、当該電子申請を受理した

担当部局が行う。 

 (2) 申請者本人、代理者又は特定代理者（８に規定する電子申請の取下げ申請の場合は、申請者本人

に限る。）は、電子申請が受理されてから当該申請に係る処分が行われるまでの間に、当該申請

に係る貨物を輸出若しくは輸入する必要がなくなった場合又は役務を提供する必要がなくなった

場合その他の事情により当該申請を取り下げようとするときは、専用電子計算機に備えられたフ



 

ァイルから入手した取下申請様式に、申請項目通達に規定する申請項目のうち、必須申請項目そ

の他の必要項目を当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファ

イルに記録することにより、経済産業大臣に申請するものとする。 

 (3) 経済産業大臣は、(2) の申請を受理したときは、受理した旨を専用電子計算機に備えられたファ

イルに記録するものとする。 

 

13 経済産業大臣の許可等手続 

(1) 経済産業大臣は５から９までに規定する電子申請の許可、承認、割当て又は確認を行ったときは、

専用電子計算機に備えられたファイルに許可番号、承認番号、割当証明書番号又は確認番号及び

電子許可等情報、電子承認・割当・確認情報、電子役務取引許可情報又は電子包括許可情報（以

下「電子許可等情報等」という。）を記録するものとする。ただし、14(1) ②若しくは③、14(2) 

②若しくは③、15(1) ②若しくは③、15(2) ②若しくは③又は 16(1) ②若しくは③、17(1)②若

しくは③、17(2)②若しくは③の規定により書面による交付を希望した電子申請にあっては、電子

許可等情報等の記録は行わないものとする。なお、８(1)に規定する一般包括許可及び９に規定す

る一括承認申請については、書面による一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可

証及び一般包括役務取引許可証並びに一括承認証の交付は行わない。 

(2) (1) の場合において、経済産業大臣は申請者本人並びに代理者又は特定代理者に対して、専用電

子計算機に備えられたファイルに情報が記録された旨を電子メールで通知するものとする。 

 

14 輸出許可証又は輸出承認証の交付等 

 (1) 輸出許可証又は輸出承認証の交付 

   ① 13 の規定にかかわらず、経済産業大臣は、５(1) 、(2)、又は(3)のいずれかに規定する電子申

請を許可又は承認したときは、申請者本人、代理者又は特定代理者の求めに応じ、輸出規則第１

条の２第５項の規定に基づき、同規則別表第３で定める輸出許可証又は同規則別表第４で定める

輸出承認証（以下「輸出許可証等」という。）を交付するものとする。 

   ② 電子申請と同時に、申請者本人、代理者又は特定代理者が①の規定による輸出許可証等の交付

を希望するときは、申請項目通達に規定する「紙交付希望の有無」の項目に１を入力するものと

する。 

   ③ 電子申請後、当該申請に係る許可情報又は承認情報が専用電子計算機に備えられたファイルに

記録されるまでの間に、申請者本人、代理者又は特定代理者が①の規定による輸出許可証等の交

付を希望するときは、次のいずれかの方法によるものとする。 

    (ｲ) 申請者本人が記名押印又は署名し、５(1)、(2)又は(3)のいずれかに規定する電子申請にお

いて付与された整理番号、申請種別（輸出許可申請、輸出承認申請、電子許可等情報の訂正申

請の別）及び交付を希望する理由を記載した交付依頼書（様式自由）を提出する。 

    (ﾛ) 専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項目通

達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字数に

従って入力し、(ｲ)の規定による交付依頼書に記載した情報を専用電子計算機に備えられたフ

ァイルに記録する。 

   ④ 電子申請に係る許可情報又は承認情報が専用電子計算機に備えられたファイルに記録された

後に、申請者本人が①の規定による輸出許可証等の交付を希望するときは、申請者本人が記名押

印又は署名し、申請種別（輸出許可申請、輸出承認申請、電子許可等情報の訂正申請の別）、交

付を希望する理由及び許可番号又は承認番号を記載した交付依頼書（様式自由）を提出しなけれ

ばならない。 

 ⑤交付依頼書を書面で提出する場合は、電子申請の受付窓口に直接持参するか、又は郵便若しく

はファクシミリで電子申請の受付窓口に送付するものとする。 

 (2) 輸出許可証等の分割交付 

   ① 13 の規定にかかわらず、経済産業大臣は、申請者本人、代理者又は特定代理者の求めに応じ、



 

(1) ①の規定による輸出許可証等を分割して交付することができる。 

   ② 電子申請と同時に、申請者本人、代理者又は特定代理者が①の規定による輸出許可証等の分割

交付を希望するときは、申請項目通達に規定する「紙交付希望の有無」の項目に１を入力すると

ともに、申請者本人、代理者又は特定代理者が記名押印又は署名し、申請種別（輸出許可申請、

輸出承認申請、電子許可等情報の訂正申請の別）、必要とする輸出許可証等の通数、分割を希望

する理由及び輸出貨物の貨物名、数量並びに金額の分割方法を記載した分割交付依頼書（様式自

由）を提出するか、又は当該分割交付依頼書に記載した情報を専用電子計算機に備えられたファ

イルに記録するものとする。 

   ③ 電子申請後、当該申請に係る許可情報又は承認情報が専用電子計算機に備えられたファイルに

記録されるまでの間に、申請者本人、代理者又は特定代理者が①の規定による輸出許可証等の分

割交付を希望するときは、次のいずれかの方法によるものとする。 

(ｲ) 申請者本人が記名押印又は署名し、５(1)、(2)又は(3)のいずれかに規定する電子申請におい

て付与された整理番号、申請種別（輸出許可申請、輸出承認申請、電子許可等情報の訂正申請

の別）、必要とする輸出許可証等の通数、分割を希望する理由及び輸出貨物の貨物名、数量並

びに金額の分割方法を記載した分割交付依頼書（様式自由）を提出する。 

    (ﾛ) 専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項目通

達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字数に

従って入力し、(ｲ)の規定による分割交付依頼書に記載した情報を専用電子計算機に備えられ

たファイルに記録する。 

   ④ 電子申請に係る許可情報又は承認情報が専用電子計算機に備えられたファイルに記録された後

に、申請者本人が①の規定による輸出許可証等の分割交付を希望するときは、申請者本人が記名

押印又は署名し、申請種別（輸出許可申請、輸出承認申請、電子許可等情報の訂正申請の別）、

必要とする輸出許可証等の通数、分割を希望する理由及び輸出貨物の貨物名、数量並びに金額の

分割方法及び許可番号、承認番号又は許可・承認番号を記載した分割交付依頼書（様式自由）を

提出しなければならない。 

   ⑤分割交付依頼書を書面で提出する場合は、電子申請の受付窓口に直接持参するか、又は郵便若し

くはファクシミリで電子申請の受付窓口に送付するものとする。 

   ⑥ 経済産業大臣は、申請者本人、代理者又は特定代理者が希望した通数の輸出許可証等を、それ

ぞれの輸出許可証等の空白に分割用輸出許可証等である旨を明記し、「この（分割用輸出許可証・

分割用輸出承認証）は、（注：この欄には、それぞれの分割用輸出許可証等により輸出されるべ

き貨物名、その数量及び金額を記入のこと。）を輸出する場合に使用しなければならない。」旨

の条件を付して、申請者本人、代理者又は特定代理者に交付するものとする。 

   ⑦ (1) の規定により交付された輸出許可証等の分割については、②の分割交付依頼書及び輸出許

可証等を提出することにより行うものとし、その他の分割に係る運用については、運用通達別表

第５の定めるところによる。 

 (3) 輸出許可証等の部分交付 

   ① 13 の規定にかかわらず、経済産業大臣は、申請者本人、代理者又は特定代理者の求めに応じ、

許可又は承認した貨物の数量のうち一部について輸出許可証等を交付すること（以下「輸出許可

証等の部分交付」という。）ができる。 

   ② 電子申請と同時に、申請者本人、代理者又は特定代理者が①の規定による輸出許可証等の部分

交付を希望するときは、当該取引明細について、申請項目通達に規定する「取引明細 分割数量

条件」及び「取引明細 分割条件金額」の属性及び文字数に従って、入力するものとする。 

 ③ 電子申請後、当該申請に係る許可情報又は承認情報が専用電子計算機に備えられたファイルに

記録されるまでの間に、申請者本人、代理者又は特定代理者が①の規定による輸出許可証等の部

分交付を希望するときは、次のいずれかの方法によるものとする。 

  (ｲ) 申請者本人が記名押印又は署名し、輸出許可証等の部分交付を希望する許可又は承認の整理

番号、許可又は承認に係る取引明細の商品番号及び商品名並びに数量及び金額を記載した部分交



 

付依頼書（様式自由）を電子申請の受付窓口に提出又は郵送する。 

  (ﾛ) 専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項目通

達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字数に従

って入力し、(ｲ)の規定による部分交付依頼書に記載した情報を専用電子計算機に備えられたフ

ァイルに記録する。 

   ④ 電子申請に係る許可情報又は承認情報が専用電子計算機に備えられたファイルに記録された

後に、申請者本人が①の規定による輸出許可証等の部分交付を希望するときは、申請者本人が記

名押印又は署名し、申請種別（輸出許可申請、輸出承認申請、電子許可等情報の訂正申請の別）、

必要とする輸出許可証等の通数、分割を希望する理由及び輸出貨物の貨物名、数量並びに金額の

分割方法及び許可番号、承認番号又は許可・承認番号を記載した部分交付依頼書（様式自由）を

提出しなければならない。 

  ⑤ 経済産業大臣は、輸出許可証等の空白に輸出許可等の部分交付が行われた輸出許可証等である

旨を明記し、「本輸出＿証は、原輸出＿証の部分であり、訂正は認めない。（注：＿の部分には

許可、承認、許可・承認の別を記載）」旨の条件を付した輸出許可証等を申請者本人、代理者又

は特定代理者に交付するものとする。 

 (4) 輸出許可証等の再発行 

   ① (1) の規定により交付された輸出許可証等を紛失した場合の再発行は、当該輸出許可証等を交

付した担当部局が行う。 

   ② 申請者本人、代理者又は特定代理者は、①の規定による輸出許可証等の再発行を希望するとき

は、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した再発行申請様式に、申請項目通達に規定

する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字数に従って入力

し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録する。再発行申請にあたっては、紛失した輸出

許可証等の写しを書面で提出又は輸出許可証等の情報を専用電子計算機に備えられたファイル

に記録しなければならない。 

   ③ その他の再発行に係る運用については、運用通達別表第６に定めるところによる。 

 (5) 郵送による輸出許可証等の交付等 

     申請者本人、代理者又は特定代理者は、(1) から(4) までの規定により交付、分割交付、部分

交付又は再発行された輸出許可証等の受領を郵送で希望する場合には、返信用封筒（簡易書留に

よる郵送に必要な返信用切手を貼付し、申請者本人、代理者又は特定代理者の宛名を記入したも

の）を担当部局に提出又は郵送するものとする。 

 

15 輸入承認証・輸入割当証明書又は確認書の交付等 

 (1) 輸入承認証・輸入割当証明書の交付 

   ① 13 の規定にかかわらず、経済産業大臣は、６(1)又は(3)に規定する電子申請を承認又は割当て

をしたときは、申請者本人又は代理者の求めに応じ、輸入規則第２条の２第５項の規定に基づき、

同規則別表第２で定める輸入承認証・輸入割当証明書（以下「輸入承認証・輸入割当証明書」と

いう。）を交付するものとする。 

   ② 電子申請と同時に、申請者本人又は代理者が①の規定による輸入承認証・輸入割当証明書の交

付を希望するときは、申請項目通達に規定する「紙交付希望の有無」の項目に１を入力するもの

とする。 

   ③ 電子申請後、当該申請に係る承認情報又は割当情報が専用電子計算機に備えられたファイルに

記録されるまでの間に、申請者本人又は代理者が①の規定による輸入承認証・輸入割当証明書の

交付を希望するときは、次のいずれかの方法によるものとする。 

    (ｲ) 申請者本人が記名押印又は署名し、６ (1)又は(3) に規定する電子申請において付与された

整理番号、申請種別（輸入割当申請、輸入承認申請、輸入承認・割当申請、輸入二号承認申請、

電子承認・割当情報の訂正申請の別）及び交付を希望する理由を記載した交付依頼書（様式自

由）を提出する。 



 

    (ﾛ) 専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項目通

達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字数に

従って入力し、(ｲ)の規定による交付依頼書に記載した情報を専用電子計算機に備えられたフ

ァイルに記録する。 

   ④ 電子申請に係る承認情報又は割当情報が専用電子計算機に備えられたファイルに記録された

後に、申請者本人が①の規定による輸入承認証・輸入割当証明書の交付を希望するときは、申請

者本人が記名押印又は署名し、申請種別（輸入割当申請、輸入承認申請、輸入承認・割当申請、

輸入二号承認申請、電子輸入承認・割当情報の訂正申請の別）、交付を希望する理由及び承認番

号又は割当証明番号を記載した交付依頼書（様式自由）を提出しなければならない。 

   ⑤交付依頼書を書面で提出する場合は、電子申請の受付窓口に直接持参するか、又は郵便若しく

はファクシミリで電子申請の受付窓口に送付するものとする。 

 (2) 確認書の交付 

   ① 13 の規定にかかわらず、経済産業大臣は、６(2) に規定する電子申請を確認したときは、申請

者本人又は代理者の求めに応じ、輸入公表三の７の(2)から(5)までに係る貨物の確認にあっては

別紙様式第７による確認書を、輸入公表三の７の(6)、(7)及び(8)に係る貨物にあっては別紙様

式第８による確認書（以下「確認書」という。）を交付するものとする。 

   ② 電子申請と同時に、申請者本人又は代理者が①の規定による確認書の交付を希望するときは、

申請項目通達に規定する「紙交付希望の有無」の項目に１を入力するものとする。 

   ③ 電子申請後、当該申請に係る確認情報が専用電子計算機に備えられたファイルに記録されるま

での間に、申請者本人又は代理者が①の規定による確認書の交付を希望するときは、次のいずれ

かの方法によるものとする。 

    (ｲ) 申請者本人が記名押印又は署名し、６(2) に規定する電子申請において付与された整理番号

及び交付を希望する理由を記載した交付依頼書（様式自由）を提出する。 

    (ﾛ) 専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項目通

達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字数に

従って入力し、(ｲ）の規定による交付依頼書に記載した情報を専用電子計算機に備えられたフ

ァイルに記録する。 

   ④ 電子申請に係る確認情報が専用電子計算機に備えられたファイルに記録された後に、申請者本

人が①の規定による確認書の交付を希望するときは、申請者本人が記名押印又は署名し、交付を

希望する理由及び確認番号を記載した交付依頼書（様式自由）を提出しなければならない。 

   ⑤交付依頼書を書面で提出する場合は、電子申請の受付窓口に直接持参するか、又は郵便若しく

はファクシミリで電子申請の受付窓口に送付するものとする。 

 (3) 輸入承認証・輸入割当証明書又は確認書の再発行 

   ① (1)又は(2)の規定により交付された輸入承認証・輸入割当証明書又は確認書を紛失した場合の

再発行は、当該輸入承認証・輸入割当証明書又は確認書を交付した担当部局が行う。 

   ② 申請者本人又は代理者は、①の規定による輸入承認証・輸入割当証明書又は確認書の再発行を

希望するときは、専用電子計算機に備えられたファイルから入手した再発行申請様式に、申請項

目通達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字数

に従って入力し、専用電子計算機に備えられたファイルに記録する。再発行申請にあたっては、

紛失した輸入承認証・輸入割当証明書又は確認書の写しを書面で提出又は輸入承認証等の情報を

専用電子計算機に備えられたファイルに記録しなければならない。 

   ③ その他の再発行に係る運用については、輸入割当証明書の再交付手続について（平成１２年３

月３１日付け輸入注意事項１２第１９号）又は輸入承認証の再交付手続について（平成１２年３

月３１日付け輸入注意事項１２第２２号）に定めるところによるものとし、確認書の再発行につ

いては、「輸入承認証の再交付手続について」に準じて処理するものとする。 

 (4) 郵送による輸入承認証・輸入割当証明書又は確認書の交付等 

申請者本人又は代理者は、(1) から(3) までの規定により交付又は再発行された輸入承認証・輸



 

入割当証明書又は確認書の受領を郵送で希望する場合には、返信用封筒（簡易書留による郵送に

必要な返信用切手を貼付し、申請者本人又は代理者の宛名を記入したもの）を担当部局に提出又

は郵送するものとする。 

 

16 役務取引許可証の交付 

 (1) 役務取引許可証の交付 

   ① 13 の規定にかかわらず、経済産業大臣は、７(1) 又は(2) に規定する電子申請を許可したとき

は、申請者本人又は代理者の求めに応じ、貿易外省令第１条の２第５項又は第２条の２第４項の

規定に基づき、同省令別紙様式第６の２で定める役務取引許可証（以下「役務取引許可証」とい

う。）を交付するものとする。 

   ② 電子申請と同時に、申請者本人又は代理者が①の規定による役務取引許可証の交付を希望する

ときは、申請項目通達に規定する「紙交付希望の有無」の項目に１を入力するものとする。 

   ③ 電子申請後、当該申請に係る役務取引許可情報が専用電子計算機に備えられたファイルに記録

されるまでの間に、申請者本人又は代理者が①の規定による役務取引許可証の交付を希望すると

きは、次のいずれかの方法によるものとする。 

    (ｲ) 申請者本人が記名押印又は署名し、７(1) 又は(2)に規定する電子申請において付与された

整理番号、申請種別（役務取引許可申請、電子役務取引情報の変更申請の別）及び交付を希望

する理由を記載した交付依頼書（様式自由）を提出する。 

    (ﾛ) 専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項目通

達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字数に

従って入力し、(ｲ)の規定による交付依頼書に記載した情報を専用電子計算機に備えられたフ

ァイルに記録する。 

④ 電子申請に係る役務取引許可情報が専用電子計算機に備えられたファイルに記録された後に、

申請者本人が①の規定による役務取引許可証の交付を希望するときは、申請者本人が記名押印

又は署名し、申請種別（役務取引許可申請、電子役務取引情報の変更申請の別）、交付を希望

する理由及び許可番号を記載した交付依頼書（様式自由）を提出しなければならない。 

   ⑤ 交付依頼書を書面で提出する場合は、電子申請の受付窓口に直接持参するか、又は郵便若しく

はファクシミリで電子申請の受付窓口に送付するものとする。 

 (2) 役務取引許可証の再発行 

   ① (1) の規定により交付された役務取引許可証を紛失した場合の再発行は、当該役務取引許可証

を交付した担当部局が行う。 

   ② 申請者本人又は代理者は、①の規定による役務取引許可証の再発行を希望するときは、専用電

子計算機に備えられたファイルから入手した再発行申請様式に、申請項目通達に規定する申請項

目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電

子計算機に備えられたファイルに記録する。再発行申請にあたっては、紛失した役務取引許可証

の写しを書面で提出又は役務取引許可証の情報を専用電子計算機に備えられたファイルに記録

しなければならない。 

③ その他の再発行に係る運用については、運用通達別表第６に準じて処理するものとする。 

(3) 郵送による役務取引許可証の交付 

   申請者本人又は代理者は、(1) の規定により交付された役務取引許可証の受領を郵送で希望する

場合には、返信用封筒（簡易書留による郵送に必要な返信用切手を貼付し、申請者本人又は代理者

の宛名を記入したもの）を担当部局に提出又は郵送するものとする。 

 

17 特別一般包括許可証等の交付等 

 (1) 特別一般包括許可証等の交付 

   ① 13 の規定にかかわらず、経済産業大臣は、８(2) 又は(3) に規定する電子申請を許可したとき

は、申請者本人の求めに応じ、別紙様式第１による特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログ



 

ラム）取引許可証、別紙様式第３による特別一般包括役務取引許可証、別紙様式第５による特定

包括輸出許可証、別紙様式第５の２による特定包括輸出・役務取引許可証又は別紙様式第６によ

る特定包括役務取引許可証（以下「特別一般包括許可証等」という。）を交付するものとする。 

   ② 電子申請と同時に、申請者本人が①の規定による特別一般包括許可証等の交付を希望するとき

は、申請項目通達に規定する「紙交付希望の有無」の項目に、１を入力するものとする。 

    なお、併せて電子包括許可情報を使用する場合は、(2)の分割交付によるものとする。 

   ③ 電子申請後、当該申請に係る許可情報が専用電子計算機に備えられたファイルに記録されるま

での間に、申請者本人が①の規定による特別一般包括許可証等の交付を希望するときは、次のい

ずれかの方法によるものとする。 

    (ｲ) 申請者本人が記名押印又は署名し、８(2) から(5) までのいずれかに規定する電子申請にお

いて付与された整理番号、申請種別（特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引

許可申請、特定包括輸出・役務取引許可申請、特別一般包括役務取引許可申請、特定包括輸出

許可申請、特定包括役務取引許可申請又は電子包括許可情報の変更申請の別）及び交付を希望

する理由を記載した交付依頼書（様式自由）を提出する。 

    (ﾛ) 専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項目通

達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字数に

従って入力し、(ｲ)の規定による交付依頼書に記載した情報を専用電子計算機に備えられたフ

ァイルに記録する。 

   ④ 電子申請に係る許可情報が専用電子計算機に備えられたファイルに記録された後に、申請者本

人が①の規定による特別一般包括許可証等の交付を希望するときは、申請者本人が記名押印又は

署名し、申請種別（特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可申請、特別一般

包括役務取引許可申請、特定包括輸出許可申請、特定包括輸出・役務取引許可申請、特定包括役

務取引許可申請又は電子包括許可情報の変更申請の別）、交付を希望する理由及び許可番号を記

載した交付依頼書（様式自由）を提出しなければならない。 

   ⑤交付依頼書を書面で提出する場合は、電子申請の受付窓口に直接持参するか、又は電子申請の

受付窓口に郵送するものとする。 

 (2) 包括輸出許可証の分割 

   ① 13 の規定にかかわらず、経済産業大臣は、申請者本人の求めに応じ、(1) ①の規定による特別

一般包括輸出許可証等のうち、特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可証、

特定包括輸出許可証又は特定包括輸出・役務取引許可証（以下「包括輸出許可証」という。）を

分割して交付することができる。 

   ② 電子申請と同時に、申請者本人が①の規定による包括輸出許可証の分割交付を希望するときは、

申請項目通達に規定する「紙交付希望の有無」の項目に０（電子包括許可情報を使用する）又は

１（電子包括許可情報は使用しない）を入力するとともに、「分割交付希望通数」の項目に入力

するものとする。 

   ③ 電子申請後、当該申請に係る許可情報が専用電子計算機に備えられたファイルに記録されるま

での間に、申請者本人が①の規定による包括輸出許可証の分割交付を希望するときは、次のいず

れかの方法によるものとする。 

    (ｲ) 申請者本人が記名押印又は署名し、８(2) 又は(3) に規定する電子申請において付与された

整理番号、申請種別（特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可申請、特定

包括輸出許可申請、特定包括輸出・役務取引許可申請又は電子包括許可情報の変更申請の別）、

必要とする許可証の通数及び分割を希望する理由を記載した分割交付依頼書（様式自由）を提

出する。 

    (ﾛ) 専用電子計算機に備えられたファイルから入手した添付書類等追加申請様式に、申請項目通

達に規定する申請項目のうち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字数に

従って入力し、(ｲ)の規定による分割交付依頼書に記載した情報を専用電子計算機に備えられ

たファイルに記録する。 



 

   ④ 電子申請に係る許可情報が専用電子計算機に備えられたファイルに記録された後に、申請者本

人が①の規定による包括輸出許可証の分割交付を希望するときは、申請者本人が記名押印又は署

名し、申請種別（特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可申請、特定包括輸

出許可申請、特定包括輸出・役務取引許可申請又は電子包括許可情報の変更申請の別）、必要と

する許可の許可番号及び通数並びに分割をする理由を記載した分割交付依頼書（様式自由）を提

出しなければならない。 

   ⑤ 分割交付依頼書を書面で提出する場合は、電子申請の受付窓口に直接持参するか、又は電子申

請の受付窓口に郵送するものとする。 

   ⑥ 経済産業大臣は、申請者本人が希望した通数の包括輸出許可証を、それぞれの許可証の空白に

分割された包括輸出許可証である旨を明記して、申請者本人に交付するものとする。 

   ⑦ (1) の規定により交付された特別一般包括許可証等のうち、包括輸出許可証の分割については、

②の分割交付依頼書及び包括輸出許可証を提出することにより行うものとし、その他の分割に係

る運用については、包括許可取扱要領の定めるところによる。 

 (3) 特別一般包括許可証等の再発行 

   ① (1) の規定により交付された特別一般包括許可証等を紛失した場合の再発行は、当該特別一般

包括許可証等を交付した担当部局が行う。 

   ② 申請者本人は、①の規定による特別一般包括許可証等の再発行を希望するときは、専用電子計

算機に備えられたファイルから入手した再発行申請様式に、申請項目通達に規定する申請項目の

うち、必須申請項目その他の必要項目を当該項目の属性及び文字数に従って入力し、専用電子計

算機に備えられたファイルに記録する。再発行申請にあたっては、紛失した特別一般包括許可証

等の写しを書面で提出又は特別一般包括許可証等の情報を専用電子計算機に備えられたファイ

ルに記録しなければならない。 

   ③ その他の再発行に係る運用については、運用通達別表第６に準じて処理するものとする。 

 (4) 郵送による特別一般包括許可証等の交付等 

   申請者本人は、(1)、(2)又は (3)の規定により交付された特別一般包括許可証等又は分割された

包括輸出許可証の受領を郵送で希望する場合には、返信用封筒（簡易書留による郵送に必要な返信用

切手を貼付し、申請者本人の宛名を記入したもの）を担当部局に提出又は郵送するものとする。 

 

 

18 電子申請の対象外手続 

   以下の手続については、電子申請の対象外とする。 

 (1) 輸出規則第２条第１項の規定により輸出の承認の権限が税関長に委任されている貨物の承認申

請 

 (2) 輸出規則第２条の２の規定に基づく包括許可取扱要領Ⅳによる特別返品等包括許可申請 

 (3) 輸出規則第２条の２の規定に基づく包括許可取扱要領Ⅴによる特定子会社包括許可申請 

 (4) 輸入令第４条第１項第二号の規定による輸入承認申請のうちコートジボワールを原産地又は船

積地域とするダイヤモンドの承認申請 

 (5) 輸入令第４条第２項の規定による手続であって輸入公表三に規定する確認を受けるもののうち

７の(2)から(8)までに規定される貨物以外の貨物に係る手続 

(6) 輸入令第９条第１項の規定による輸入割当申請のうち、輸入発表において電子申請の対象外と

しているもの 

 (7) 輸入令第１８条第二号の規定による１箇月以内の輸入承認の有効期間の延長申請 

 (8) 無償の貨物の輸入承認申請（輸入規制第５条に基づき税関長に権限を委任しているものに限る。） 

 (9) 輸入規則別表第１又は別表第２で定める輸入承認証又は輸入割当証明書の交付を受けた場合に

係る手続 

 (10) 輸入公表二の表の第１のイラクの項、北朝鮮の項、イランの項、エリトリアの項、リビアの項

及びソマリアの項に掲げる貨物の承認申請 



 

 

19 申請受付時間 

   電子申請の受付時間は、システム保守、計画停電等によるサービス停止時間を除く、２４時間３

６５日を基本とする。申請者本人、代理者又は特定代理者による専用電子計算機のファイルへの申請

情報の記録が完了した場合は、申請者本人並びに代理者又は特定代理者に対して、整理番号、申請者

名等を記載した受付通知を自動的に発信する。 

  なお、申請情報の専用電子計算機のファイルへの記録の完了が平日の１５時３０分を過ぎた場合

は、審査者による申請情報の確認作業は翌営業日から行われるものとする。 

 

20 受付窓口 

   電子申請の受付窓口は、次の部局とする。 

   ①経済産業省貿易経済協力局貿易管理部貿易審査課 

   ②経済産業省貿易経済協力局貿易管理部貿易審査課農水産室 

  ③経済産業省貿易経済協力局貿易管理部貿易審査課野生動植物貿易審査室 

   ④経済産業省貿易経済協力局貿易管理部安全保障貿易審査課 

   ⑤北海道経済産業局産業部国際課 

   ⑥東北経済産業局産業部国際課 

   ⑦関東経済産業局産業部国際課、東京通商事務所総務課若しくは業務課又は横浜通商事務所輸出

課若しくは業務課 

   ⑧中部経済産業局地域経済部国際課 

   ⑨近畿経済産業局通商部通商課又は神戸通商事務所総務課 

   ⑩中国経済産業局産業部国際課 

   ⑪四国経済産業局産業部国際課 

   ⑫九州経済産業局国際部国際課 

   ⑬沖縄総合事務局経済産業部商務通商課 



 

別紙参考様式第１ 
年 月 日         

 
 

原本証明書 
 
 
 経済産業大臣 殿 
 
                         申 請 者 記 名       
                         押印又は署名 
                         住 所       
 
 
 本申請に係る添付資料のうち、以下の書類の写しについては、私（当社）が保有する原本と相違ないこ

とを証明します。 
 
 

書類名及び書類番号等 
 



 

別紙参考様式第２   削除



 

別紙様式第１ 
 
根拠法規 

輸出貿易管理規則第２条の２ 
貿易関係貿易外取引等に関する省令第７条 

 
 
主務官庁 
 

 
経 済 産 業 省              

 
 
 

特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可証 
 
 
 

輸出許可番号 
有効となる日 
有 効 期 限       

 
 
 
 
 
 

 
 条 件 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

経済産業大臣の記名押印                         
日付                              
資格                              

記名押印                              
 
 

 
 
 
  申 請 者                               申請年月日 
      名称                           役職名 
      住所                            氏名 
 
    郵便番号                           電話番号 
 
 
 
 特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可の範囲 
包括許可取扱要領（平成17･02･23貿局第１号輸出注意事項17第７号）のⅡの４の（１）に掲げるもの 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 許可条件 
包括許可取扱要領（平成 17･02･23 貿局第１号輸出注意事項 17 第７号）のⅡの６の（１）に掲げる条件に従うこと。 



 

別紙様式第２        削除 



 

別紙様式第３ 
 
根拠法規 

 
貿易関係貿易外取引等に関する省令第７条 

 
 
主務官庁 
 

 
経 済 産 業 省                    
 

 
 

特 別 一 般 包 括 役 務 取 引 許 可 証 
 
 

輸出許可番号 
有効となる日 
有 効 期 限       

 
 
 
 
 
 

 
 条 件 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

経済産業大臣の記名押印                         
日付                              
資格                              

記名押印                              
 
 

 
 
 
  申 請 者                               申請年月日 
      名称                           役職名 
      住所                            氏名 
 
    郵便番号                           電話番号 
 
 
 
 特別一般包括役務取引許可の範囲 
包括許可取扱要領（平成17･02･23貿局第１号輸出注意事項17第７号）のⅡの４の（２）に掲げるもの 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 許可条件 
包括許可取扱要領（平成 17･02･23 貿局第１号輸出注意事項 17 第７号）のⅡの６の（２）に掲げる条件に従うこと。 

  



 

別紙様式第４         削除 



 

別紙様式第５ 
 
根拠法規 

 

 
輸出貿易管理規則第２条の２ 

 
主務官庁 

 

 
経 済 産 業 省              
 

 
 

特 定 包 括 輸 出 許 可 証 
 
 

輸出許可番号 
有効となる日 
有 効 期 限       

 
 
 
 
 
 

 
 条 件 
 
 
 

 
経済産業大臣の記名押印                                    資格 
 日付                                                  記名押印 
 

 
 
１．申請者                          申請年月日 
    名称                           役職名 
    住所                            氏名 
 
  郵便番号                           電話番号 
 
 
２．取引の内容 
 (1) 買主／取引の相手方 
   住所 
 
 (2) 荷受人 
   住所 
 
 (3) 需要者／利用する者 
   （取引に係る技術の提供を受けて利用する者） 
   住所 
 
 (4) 仕向地／               経由地               経由地 
   提供地                経由地               経由地 
                      経由地 その他 
 
 (5) 特定包括輸出許可・特定包括役務取引許可に係る内容 
   該当項番      表番号 
             貨物番号 
             省令番号 
   役務取引の内容 
 
 
 許可条件 
包括許可取扱要領（平成 17･02･23 貿局第１号輸出注意事項 17 第７号）のⅢの６の（２）に掲げる条件に従うこと。 

  



 

別紙様式第５の２ 
 
根拠法規 

 

 
輸出貿易管理規則第２条の２ 

貿易関係貿易外取引等に関する省令第７条 
 

 
主務官庁 

 

 
経 済 産 業 省              

 
 
 

特 定 包 括 輸 出 ・ 役 務 取 引 許 可 証 
 
 

輸出許可番号 
有効となる日 
有 効 期 限       

 
 
 
 
 
 

 
 条 件 
 
 
 

 
経済産業大臣の記名押印                                    資格 
 日付                                                  記名押印 
 

 
 
１．申請者                          申請年月日 
    名称                           役職名 
    住所                            氏名 
 
  郵便番号                           電話番号 
 
 
２．取引の内容 
 (1) 買主／取引の相手方 
   住所 
 
 (2) 荷受人 
   住所 
 
 (3) 需要者／利用する者 
   （取引に係る技術の提供を受けて利用する者） 
   住所 
 
 (4) 仕向地／               経由地               経由地 
   提供地                経由地               経由地 
                      経由地 その他 
 
 (5) 特定包括輸出許可・特定包括役務取引許可に係る内容 
   該当項番      表番号 
             貨物番号 
             省令番号 
   役務取引の内容 
 
 
 許可条件 
包括許可取扱要領（平成 17･02･23 貿局第１号輸出注意事項 17 第７号）のⅢの６の（１）に掲げる条件に従うこと。 
包括許可取扱要領（平成 17･02･23 貿局第１号輸出注意事項 17 第７号）のⅢの６の（２）に掲げる条件に従うこと。 



 

別紙様式第６ 
 
根拠法規 
 

 
貿易関係貿易外取引等に関する省令第７条 

 
主務官庁 
 

 
経 済 産 業 省                    
 

 
 

特 定 包 括 役 務 取 引 許 可 証 
 
 

輸出許可番号 
有効となる日 
有 効 期 限       

 
 
 
 
 
 

 
 条 件 
 
 
 

 
経済産業大臣の記名押印                                    資格 
 日付                                                  記名押印 
 

 
 
１．申請者                          申請年月日 
    名称                           役職名 
    住所                            氏名 
 
  郵便番号                           電話番号 
 
 
２．取引の内容 
 (1) 買主／取引の相手方 
   住所 
 
 (2) 荷受人 
   住所 
 
 (3) 需要者／利用する者 
   （取引に係る技術の提供を受けて利用する者） 
   住所 
 
 (4) 仕向地／               経由地               経由地 
   提供地                経由地               経由地 
                      経由地 その他 
 
 (5) 特定包括輸出許可・特定包括役務取引許可に係る内容 
   該当項番      表番号 
             貨物番号 
             省令番号 
   役務取引の内容 
 
 
 許可条件 
包括許可取扱要領（平成 17･02･23 貿局第１号輸出注意事項 17 第７号）のⅢの６の（２）に掲げる条件に従うこと。 

  



 

〔別紙様式第７〕 
 
 

（確認する貨物の名称）の 確認書 
 
 
 
  申請者名                               
 
 
  住  所                               
 
  電話番号                               

 
 
※確 認 番 号              
 
※確認年月日         
 

   
     氏   名                  
     資   格                  
     申請年月日                   
   
Ⅰ 輸入の内容 

 
番号 
 
 
 
 
 
 
 

 
商 品 名 
 
原産地 

 
船積地域及び船積港             通貨                 
通貨 

 
関税率表の番号 

 
種類又は規格 
 

 
数 量(KG) 
 

 
    単価 
 

 
     金額 
 

 
                                       合計数量 

 
                      合計金額 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
                                
 

 
  
 

 
備 考 
 

 
 

 
Ⅱ その他 

 
運送方法 

 
 

 
船 名 

 
 

 
入港予定年月日 

 
 

 
通関予定年月日 

 
 

 
入港予定港 
 

 
 
 

 
輸出者の属する国

名 

 
 
 

 
販売予定先 

 
 

 
 
 
 
今後の通関予定 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
  上記のとおり確認する。 
 
     経済産業大臣の記名押印       資格 
                        記名押印 



 

通関 
 
税関申告番号 
及び申告年月日 

 
商品名 
 

 
送状数量 
 

 
送状金額 
 

 
通関数量 
 

 
通関金額 
 

 
許可又は承認年月日 
及び税関押印 

 
備考 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 



 

〔別紙様式第８〕 
 

輸入公表第三号の に基づく輸入に関する確認書 
 
 
  申請者名                                
 
  住  所                                
  電話番号                                

 
※確認番号                 
 
※確認年月日                
 

 
     氏   名                                発 行 国                
     資   格                                   許可書番号                
     申請年月日                       
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
和 名 

 
 

 
学 名 

 
 

 
原産国 

 
 

 
数 量 

 
 

 
形 態 

 
 

 
ソース 

 
 

 
附属書番号 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
和 名 

 
 

 
学 名 

 
 

 
原産国 

 
 

 
数量 

 
 

 
形 態 

 
 

 
ソース 

 
 

 
附属書番号 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
和 名 

 
 

 
学 名 

 
 

 
原産国 

 
 

 
数量 

 
 

 
形 態 

 
 

 
ソース 

 
 

 
附属書番号 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
和 名 

 
 

 
学 名 

 
 

 
原産国 

 
 

 
数量 

 
 

 
形 態 

 
 

 
ソース 

 
 

 
附属書番号 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
和 名 

 
 

 
学 名 

 
 

 
原産国 

 
 

 
数量 

 
 

 
形 態 

 
 

 
ソース 

 
 

 
附属書番号 

 
 

 
 
輸出者名 
 
及び住所 

 
 
 
 

 
備  考 

 
 

 
 
 

     経済産業大臣の記名押印        資格 
                        記名押印 



 

通関 
 
税関申告番号

及び申告年月

日 

 
  商 品 名 
 
 

 
 送状数量 
 
 

 
 送状金額 
 
 

 
 通関数量 
 
 

 
 通関金額 
 
 

 
許可又は承認

年月日及び税

関押印 

 
 備 考 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
輸入状況報告（輸入公表三の７の(７)及び(８)に係る貨物の場合に記入すること。） 

 
 船積日 

 
 到着日 

 
  ＢＬ番号等 

 
    商 品 名 

 
 輸出数量※ 

 
 死亡数量※ 

 
 輸入数量 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
輸入時の動物の状況（※）及び通関時までに死亡した動物がある場合にはその原因について下記に記入すること。 
 
 
 

 注：※ 輸入公表三の７の(８)に係る貨物にあっては、輸出数量及び死亡数量並びに輸入時の動物の状況の記入は要しない。



  

 


